平成３０年度大阪府河川整備審議会　第２回治水専門部会　議事要旨
日　時
：平成31年３月１９日（火）18:00～19:30
場　所
：OMMビル地下１階 ギャラリー
出席者　：委員）多田部会長・市川委員・大石委員・馬場委員・嘉名専門員・澤木専門委員・北後専門委員計７名
まとめ

概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1）自然災害（洪水）とまちづくりに関する取組みについて
○立地適正化計画を活用することなどは効果的だと思うが、権限が市町村であることを考えると、市町村との連携、実行の担保が重要。如何に取組むのか。
●立地適正化計画の作成主体は市町村になるが、改めて市町村の考えを伺う場や意見交換の場を設け、府の都市計画部局と河川部局が一緒になって市町村に対しリスク周知を図っていく。
○各取り組みを進める上では、関係部局が多岐に渡る。河川室だけでなく、都市計画室、農政室、建築指導室それぞれが、洪水リスクに危機意識をもって、主体的かつ継続的に不断の努力で取組んでほしい。また、今後、河川整備審議会の場などでこれらの取組み状況の報告をいただきたい。
○市町村との連携をしっかりとお願いしたい。リスク情報がきめ細かくなることは良いことだが、逆に洪水リスク表示図に色がついていないところは、リスクがまったくないと勘違いする人もいないとは限らないので、そういった副作用に注意が必要。
○災害対応の部局とも連携していくべき。避難路確保などの“逃げる”施策の観点も答申案に反映すべき。
●本議題については、凌ぐ施策に特化した資料構成としているが、逃げる施策も別途充実させて取組んでおり、相互に関連するところもあるので、記述内容を検討する。
○立地適正化計画を活用することは妥当だと思うが、市町村へその作成を働きかけることが大事。人家だけでなく工業系などの土地に対しても洪水リスクをケアできるようにすることも大事。
〇地区計画により市街化調整区域を開発する場合、例えば、当該地の洪水リスクは低くても、下流域へ負荷をかけるケースがあるので、当該地だけでなく流域で捉えることが重要。
○災害時の土地利用と日常の土地利用を分けて考えるなど流域土地利用の観点を考えていくべき。都市計画の手法としては、立地適正化計画・都市マス・地区計画などがあるが規制は困難なので、新たな土地利用の在り方を今後検討する必要がある旨を答申案に反映すべき。
○土地利用変化時への対応策だけでなく、日ごろの備えなど地域防災計画などともリンクを図る観点を答申案に反映すべき。
○まずは「新たなリスクを生み出さない」との視点が大事。それがゴールではないが、各種防災計画と都市計画をリンクさせることを進めるべき。
○都市計画の手法だけでの対応では限界があるので、いろいろなことを合わせ技で住民への洪水リスクの周知を行うことが大事。
○嵩上げ等の対策については、当該地の洪水リスクだけでなく、周りや下流への影響も考慮して、流出抑制の観点も踏まえて対策を講じることが必要。
○これまでの審議をもって、「自然災害（洪水）とまちづくりに関する取組みについて」の答申のとりまとめを行う。とりまとめにあたっては、「避難等の防災計画との関わり」及び「流出抑制など開発行為への対応」の観点を答申案に追記する。詳細は部会長預かりとし、後日各委員へ確認を行う。
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